
「奨学金放っておいたらこうなった」（弁護士　鴨田　譲）
 

「日本学生支援機構から奨学金を借りて私立伊奈大学を卒業した山本学。卒業後、契約社員として働きながら返済を続けるも、とあること
で返済が滞ってしまう。支援機構から裁判を起こされてしまった山本は…」

年に１度開催される全国クレサラ・生活再建問題被害者交流集会が昨年１１月２日に１８年ぶりに埼玉で開催されました。その中で、私は
奨学金問題の分科会を担当することになり、法律家以外にもより多くの方に奨学金問題を知ってもらいたいということで埼玉奨学金ネット
のメンバーや演劇経験者らとともに『奨学金放っておいたらこうなった』という３０分の寸劇を行うことにしました。
私の役割は脚本と演者でした。脚本は意外と上手くいきましたが、問題は演者の方でした。何せ中学３年生の文化祭以来の劇の出演でした
ので、最初は台本を音読するだけで恥ずかしかったのですが、経験者の方々の厳しい指導の下、徐々に自分の役に入り込んでいきました。
本番では、私も私以外の演者の方も練習ではなかった集中力と熱意により、それまでで一番良いパフォーマンスをすることができ、客席を
笑いと感動の渦に巻き込むことができました。
今回演劇のもつ魅力に気付くことができましたので、今後は演劇活動も力を入れてやっていきたいと思いました。

弁護士　鴨田　譲

 

（事務所ニュース・2020新年号掲載）

 

沢尻エリカと彼（弁護士　梶山　敏雄）
沢尻エリカのMDMA0.09グラム所持が問題となっていますが、「これは『桜を見る会』の問題を隠蔽するために仕組まれたスキャン
ダルだ」という声がネット上で挙がっているようです。事の真偽は判りませんがいつもの事ながら何とも都合の良いタイミングで逮捕され
るなー、とは思ってしまいます。

0.09グラムによる彼女に対する契約先等へのペナルティは数億円に上るようですが、我が国の権力者の多額の税金を自分や自民党の支
持者獲得のために使うことには何のペナルティもないのでしょうか。自殺者まで出した森友・加計問題、文書や名簿廃棄の証拠隠滅、
次々と起きる政治の私物化とも言える彼の振る舞いは、薬物による脳の障害と同じく「傲慢」という毒に侵された彼の脳が原因であり、改
善することは不可能なのでしょうか。
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薬物からの更生には刑事処罰ではなく医療上の対処が必要だと言われますが、少なくとも彼の振る舞いにはまず刑事処罰を与えなければ到
底国民の納得は得られないでしょう。当たり前のことが当たり前に評価されることが、この国で納得して生活していけることの最低の保障
条件ではないかと思います。

（いつも事務所ニュースを見て感想をくれて、昨年の私の誕生日のその日に逝った、飲み友達でもあったAさんに捧げます）

弁護士　梶山　敏雄

 

（事務所ニュース・2020年新年号掲載）

 

政教分離と大嘗祭（弁護士　伊藤　明生）
憲法二〇条一項前段は信教の自由を保障し，後段で同三項で｢国及びその機関は，宗教教育その他いかなる宗教活動をしてはならない｣と
定めています。また，憲法八九条は公金は宗教上の組織のために使用してはならない旨定めています。これらの規定は政教分離原則といわ
れているものです。政教分離原則とは国家の非宗教性，宗教的中立性を実現することにより，信教の自由を制度的に保障しようとする原則
です。

さて，大嘗祭です。大嘗祭は，テレビでも放映されていましたからご覧になった方もおられるでしょう。この大嘗祭は国が行っているもの
ではありませんが，２７億円もの国の予算が使われました。大嘗祭は，戦前の日本で神権的天皇象を国民に知らしめるための儀式でした。
戦前と同じ次第で今回の大嘗祭も行われました。戦後の日本が否定した神権的・絶対的天皇制儀式を，そのまま再現することはいかがなも
のでしょうか。３０年前の「平成の代替わり」の時，大嘗祭への公金支出は政教分離原則に反するとして，訴訟が提起されました。その訴
訟で大阪高裁は，１９９５年３月９日，賠償請求は斥けたもものの「少なくとも国家神道に対する助長，促進になるような行為として，政
教分離原則に違反するのではないか疑義は一概に否定できない｣という判決を出したのです。

弁護士　伊藤明生

 

（事務所ニュース・2020年新年号掲載）
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人口減少社会と地域再生（弁護士　猪股　正）
地方のあちらこちらでシャッター通り化した商店街を目にします。人口減少が進み、国交省の推計では、２０５０年には、全国の約半数の
地域で人口が５０％以上減少し、約２０％の地域が、人が住まない「無居住化地域」となる可能性があるとされています。地方が衰退する
と同時に、東京への一極集中が進んでいます。

このまま都市への人口の一極集中が進むと、ますます地方が衰退し、格差は拡大し、日本社会の持続可能性が低くなる。そして、このまま
８～１０年が経過すると、都市集中型を地方分散型へと転換しようとしても、もはや手遅れになる。AIを活用した日本社会の未来に関す
るシミュレーション（京都大学の広井良典教授らの研究）の結果です。
大企業の利益を優先し非正規雇用を拡大させる政策をとれば、不安定な働き方の若者が増え、結婚や子育てが困難になり、人口が減少する
のは当たり前です。地方でも医療や介護を安心して利用できなければ地方から人が離れ衰退するのも当然です。

２０２０年の日弁連の人権擁護大会のテーマの一つが「人口減少社会を乗り越える地域再生の社会保障」となりました。憲法は地方自治を
保障しています。私たちに身近な地域から、社会のあり方を変え、危機を乗り越えていくことが必要だと思います。

弁護士　猪股　正

 

（事務所ニュース・2020年新年号掲載）

 

心を入れ替えて（弁護士　伊須　慎一郎）
事務所ニュースの原稿をこれまで３４回書いてきました。その中で、事務所ニュースを読まれた方から、最近のあなたの書く内容が硬くて
おもしろみがないと、厳しいご指摘を受けました。昔は良かったのかと言うと、そうでもなく、どうも私の書く文章には、読んでいただく
方に共感していただくものが足りないということなのです。

そういえば、１０年ほど前の労働事件で、私が担当した会社側の敵性証人の反対尋問を傍聴していた方からも、あなたの尋問は意地悪な質
問をしているだけで、人として証人に向き合っていないという厳しいご指摘を受けたことがありました。その時、私の尊敬する大先輩も会
社証人の反対尋問を担当していたのですが、その大先輩は証人に人として向き合っていたと比べられました。私よりも人間としても弁護士
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としても経験豊富な大先輩と比較されても・・・と思ったのですが、大事な依頼者の人生がかかっているのですから、そんなことは言って
られません。

あれから１０年経ち、経験はそれなりに重ねましたが、事務所ニュースを読んでいただいている方からは、人間として、まだまだ深まって
いないとうつっているようです。今年私は５０歳になります。心を入れ替えて、人間力を深めていきたいと思います。
今年も１年よろしくお願いします。
夏の事務所ニュースを楽しみにしていてください。

 

弁護士　伊須　慎一郎

 

（事務所ニュース・2020年新年号掲載）

 

事務所ニュース　２０２０年新年号　巻頭挨拶
ビッグデータやＩＯＴ、人工知能（ＡＩ）などの技術革新によって、第四次産業革命とも言われる変化の激しい時代にありますが、民事裁
判の世界でも、今年から争点整理がウェブ会議等のＩＴツールによってもおこなわれるという、大きな変化が予定されています。
皆さんの権利関係に直結する身近な法律も、このところ多く改正されています。相続法や債権法、さらに働き方改革に関連する労働法など
です。養育費などを決める際に参考とされる算定表も昨年末に改訂されました。
今年は、これらの裁判制度や法律等の変化に対応するために、例年以上に労力を使う必要がありそうですが、しかし、安倍首相は昨年の参
院選挙後、自らの自民党総裁任期である２０２１年９月までに憲法改正の国会発議と国民投票を目指すと述べています。いよいよ改憲問題
は今年が正念場かもしれません。東京オリンピックに浮かれることなく、今年も改憲問題に積極的に取り組んでいきます。

今年もよろしくお願いいたします。

弁護士　佐渡島　啓
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民法改正　自筆証書遺言（弁護士　南木　ゆう）
①全文自書の変更
今まで、自筆証書遺言は、遺言書の全文を自書する必要がありました。全文を自書するというのは結構大変な作業で、書き間違えや、判読
不能な字があったために、トラブルになることも少なくありませんでした。
今後も、本文部分（１頁目）の自書は変わらないのですが、自書した本文に、自書によらない相続財産の目録を添付することが認められる
ようになりました。例えば、代筆やパソコンで作成した財産目録でも良いですし、不動産の登記事項証明書・預貯金の通帳の写しを目録と
して添付するのでもOKです。添付した目録には、各頁に署名、押印が必要です。

②自筆証書遺言の保管
今までは、保管してくれる場所がなかったので、書かれたはずの遺言書が見つからない、これ本当に本人が書いたの？というトラブルも起
こっていましたが、２０２０年７月１０日からは管轄の「遺言書保管所」に保管の申請ができるようになります。
自筆証書遺言は、家庭裁判所の検認手続を経なくてはならないという煩わしさもありますが、この保管制度を利用した場合は検認も不要と
なります。
もっとも、保管の際には方式などの外形的な事項の確認しか行われませんので、遺言の内容を確実なものにするには、ぜひ弁護士にご相談
下さい。

弁護士　南木　ゆう

 

（事務所ニュース・2019夏号掲載）

 

民法改正　特別の寄与の制度　（弁護士　谷川　生子）
①従来の寄与分
従来、妻が長年夫の父の療養看護に貢献し、夫の父が亡くなった場合、妻は相続人でないため、相続財産から分配を受けることはできませ
んでした。
この場合、相続人である夫の寄与分という形で妻の貢献について事実上考慮されてきましたが、夫が父よりも先に亡くなった場合にはそれ
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もできず、不公平な結果となっていました。

②特別寄与料の請求
そこで、相続法改正により、相続人ではない被相続人の親族が、相続人に対し、その貢献に応じた特別寄与料を請求できることになりました
（民法１０５０条）。
要件は
⑴相続開始時点で被相続人の親族に当たること、
⑵無償で療養看護その他の労務（家事従事など）を提供したこと、
⑶労務の提供により被相続人の財産が維持され又は増加したこと、
⑷「特別の」寄与であること（報われて当然と思われる顕著な貢献）、
⑸相続の開始及び相続人を知った時から６ヶ月以内及び相続開始時から１年以内であることです。

③寄与料の額
では、具体的な寄与料の金額はどのように決まるのでしょうか。条文上、寄与の時期、方法、程度、相続財産の額その他一切の事情を考慮
して定めるとされています。
例えば療養看護に努めた場合でも、介護報酬相当額×療養看護の日数分の寄与料が認められるわけではなく、従来の寄与分の算定方法が参
考にされるようです。
なお、この規定は、令和元年７月１日から施行され、施工日前に開始した相続については、適用されません。

弁護士　谷川　生子

 

（事務所ニュース・2019夏号掲載）

民法改正　賃貸借契約（弁護士　月岡　朗）
①賃貸期間の上限を50年に
改正前の民法では賃貸期間の上限は20年とされていましたが、50年に改正されました（改正民法604条）。これは、大型のプロジェ
クトや重機、プラントのリース契約などにおいて20年を超える賃貸借契約を結びたいというニーズがあったからです。
ただ、建物の賃貸借契約や建物所有目的の土地の賃貸借契約については、借地借家法により賃貸期間の上限はありません。

②貸主の修理義務・借主の修理の権利
貸主は原則として賃貸物を修理する義務を負いますが、借主の責任で修理が必要となった場合には修理する義務はありません(改正民
法607条)。
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また、借主は、緊急の必要がある場合や、貸主に修理を求めたのに貸主が相当の期間内に修理しない場合には、自ら賃貸物を修理すること
ができます（改正民法607条の2）。

③借主の原状回復義務
借主が、賃貸物受取り後に生じた損傷について原状回復する義務を負うことが条文に書かれました（ただし、通常の使用での損傷や経年変
化、賃借人の責任のない損傷は除く。改正民法621条。）。

④貸主の地位の移転と敷金のルールの明確化
賃貸不動産が売却された場合に、買主が、売主から貸主の地位を引き継ぐ場合のルールが明文化されました（改正民法605条の2）。
また、賃貸借契約が終了した場合に、敷金が未払賃料等に充当される等、敷金に関するルールが明文化されました(改正民法622条
の2)。これらのルールは、これまでの判例や実務における運用を明文化したものです。

弁護士　月岡　朗

 

（事務所ニュース・2019夏号掲載）

 

 

民法改正　遺留分（弁護士　古城　英俊）
①遺留分制度とは？
遺留分制度とは、誰かが亡くなったとき、その法定相続人に、法定相続分の一定部分を保証する制度です。

②今回の改正のポイントは？
今回の改正前は、遺留分を侵害する不動産の贈与があると、遺留分を侵害された相続人（遺留分権利者）は、侵害割合だけ贈与の効力を消
滅させることができ、その結果，不動産が贈与を受けた人と遺留分権利者との共有となりました。事業承継のために事業資産を贈与したと
きも，遺留分権利者の請求によって事業資産が共有状態となってしまうこともあり不都合でした。
そこで、今回の改正では、すべて金銭で解決することにしました。これにより共有状態が生じなくなります。遺留分権利者の権利は遺留分
侵害額請求権と呼ばれます。
たとえば、誰かに不動産を与える遺言が、ある相続人の遺留分を侵害していたら、遺留分権利者は不動産を受けた人に対して、遺留分侵害額
（金銭）を請求できるのみで不動産の共有状態は生じません。
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③相続人の遺留分の割合は？
相続人が直系尊属だけの場合は，３分の１を直系尊属の頭数で割り算した割合，その他の場合は，２分の１にそれぞれの法定相続分の割合
を掛け算した割合です。
亡くなった方の兄弟姉妹には遺留分はありません。

④遺留分侵害額請求権を行使できるのはいつまで？
相続の開始及び遺留分を侵害する贈与・遺贈があったことを知ったときから１年間。相続開始等を知らなくても，相続開始から１０年で遺
留分侵害額請求権は消滅します。

弁護士　古城　英俊

 

（事務所ニュース・2019夏号掲載）


